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「ホルムズ海峡」という言葉を、ニュースで目にしない日はない。２０２２年のロシアによるウク

ライナ侵攻以降、世界各地の緊張は、日本で暮らす私たちの生活にも物価上昇という形で影響を及ぼ

している。とりわけエネルギーや資源価格の高騰は家計と企業経営の双方に重くのしかかっており、

国際情勢はもはや対岸の火事ではない。 

そうした中で迎える４月。ＪＡＭの春季生活闘争は正念場にある。賃上げをめぐる攻防が本格化す

る局面だ。 

 ３月２３日時点で、１，０００人以上の要求済み組織の７５％が回答を得ている一方で、全体でみ

ると半数に至らず、要求に至っていない組織も約２５％に上る。賃金改善分は全体平均で約１万円の

回答を得ているが、３００人未満では８，５００円余りにとどまっている。 

 ＪＡＭは「格差拡大に歯止めをかける賃上げ」を掲げてきたが、現時点ではその目標に十分に迫っ

ているとは言い難い。背景には中小企業の価格転嫁の遅れがある。中小企業庁の調査では、価格転嫁

率は改善しつつもなお５割強にとどまり、コスト上昇分を十分に反映できていない実態が続く。とり

わけ小規模企業ほど厳しい状況にある。今春の結果にすぐさま結びつかなくとも、労働組合は価格転

嫁の必要性を粘り強く訴え、雇用主・事業主の行動を促すことが重要だ。同時に、構造的課題につい

ては郡山りょう、村田享子の両参議院議員との連携を軸に、政策・制度面から改善を図る必要があ

る。 

 私たちは明日の暮らしを良くするために働いている。一方で、物価上昇が生活を強く圧迫してい

る。物価上昇に見合う賃上げなくして、暮らしは良い方向には向かわない。 

 この４月は結果を左右する重要局面だ。未解決組織の取り組みに力を結集し、確かな結果を引き出

していこう。    

副書記長 椎木盛夫 

 

４月の攻防で賃上げの流れを確かなものに 

 

 

 

価格転嫁の前進がカギだ 
 

 

 

 


